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１ 支援概要 

■支援内容  防災訓練実施支援・講評 

■日時  令和６年７月 20 日（土） 

■場所  裾野市市民文化センター 

■派遣先事務局 裾野市環境市民部危機管理課 

■派遣エキスパート  岩田 孝仁 

■支援対象者  訓練参加者（行政職員、地域住民） 

２ 派遣先における課題、問題意識 

裾野市では、令和５年に富士山火山防災対策協議会が策定した富士山火山避難基本計画を基に、裾

野市の地域特性を反映させ、令和６年４月に「裾野市富士山火山避難基本計画」を策定した。今後、

この計画に基づく職員の防災対応の習熟や住民への周知を図るため、市職員向け訓練と住民向け訓練

の実施を進めている。今回の派遣においては、訓練に参加する行政職員に向けた所見、講評の他、地

域住民への火山防災に関する啓発に資する取組が期待されている。 
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３ 富士山の概要 

（１） 火山の概要 

小御岳(こみたけ)・古富士の両火山上に生成した成層火山。日本の最高峰で体積約 400km³（小

御岳，古富士，新富士を含める）の大きな火山。基底は直径 50 ㎞。主に玄武岩(SiO2 49～52％)

からなるが、1707 年の宝永噴火にはデイサイト・安山岩(SiO2 64～68％)の軽石・スコリアも噴

出。側火山が約 100 個ある。標高 2450m 以上は露岩地帯で、風食作用が著しく、特に西斜面は崩

壊が激しい(大沢崩れ)。864～866 年山腹から溶岩を流出した。また、1707 年の噴火では南東山

腹から噴火し、江戸方面への大量の降灰など甚大な被害を及ぼした。近年では 2000～2001 年の

深部低周波地震が多発、2011 年 3 月 15 日には静岡県東部（富士山の南部付近）で M6.4 が発生

し、その後も地震活動は低下しつつも継続している。 

出典：気象庁ホームページ 
（https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/314_Fujisan/314_index.html） 

 

（２） 火山活動の履歴 

＜火山活動の履歴 ※▲は噴火年を示す＞ 

年代 現象 活動経過・被害等 
▲781(天応元)年 噴火 8 月。降灰。 
▲800～02(延暦 19
～21)年 

噴火 800 年 4 月 15 日噴火、降灰多量、スコリア降下、溶岩流。
噴火場所は北東山腹。 
801 年も噴火し、降灰砂礫多量、足柄路は埋没、802 年に
箱根路が開かれた。（VEI3） 

826 または 827(天
長 3)年 

噴火？ 詳細不明。 

▲864～66(貞観 6～
7)年 

大規模：噴火 864 年 6 月に噴火、降砂礫多量。噴火場所は北西山腹。 
長尾山付近から溶岩流出（青木ケ原溶岩）、北西に流れた
ものは本栖湖に達し、また「せのうみ」を精進湖（しょう
じこ）、西湖（さいこ）に二分、北東に流れたものは吉田
付近に達する。この溶岩で人家埋没、湖の魚被害。噴火の
最盛期は噴火開始から 2 ヶ月程度まで。マグマ噴出量は
1.2 DRE km3。 

870(貞観 12)年 噴火？ 詳細不明。 
875(貞観 17)年 噴気 詳細不明。 
▲937(承平 7)年 噴火 噴火場所は北山腹。スコリア降下、溶岩流。 
952(天暦 6)年 噴火？ 詳細不明。 
993(正暦 4)年 噴火？ 詳細不明。 
▲999(長保元)年 噴火 3 月 26 日。詳細不明。 
1017(寛仁元)年 噴火？ 詳細不明。 
1020(寛仁 4)年 火映 秋。 
▲1033(長元 5)年 噴火 1 月 19 日。スコリア降下、溶岩流。噴火場所は北山腹。 
▲1083(永保 3)年 噴火 4 月 17 日。 
1427(応永 33)年 噴火？ 詳細不明。 
▲ 1435 ま た は
1436(永享 7)年 

噴火 スコリア降下、溶岩流。噴火場所は北山腹。 

▲1511(永正 8)年 噴火 8 月。 
1704(元禄 16)年 鳴動 2 月 4～7 日。 
▲1707(宝永 4)年 大規模：噴火 12 月 16 日噴火（宝永噴火）。軽石・スコリア降下。噴火

場所は南東山腹（宝永火口）。 
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年代 現象 活動経過・被害等 
噴火 1～2 ヶ月前から山中のみで有感となる地震活動。十
数日前から地震活動が活発化、前日には山麓でも有感と
なる地震増加（最大規模は M5 級）。12 月 16日朝に南東山
腹（現在の宝永山）で爆発し、黒煙、噴石、空振、降灰砂、
雷。その日のうちに江戸にも多量の降灰。川崎で厚さ 5cm。 
噴火は月末まで断続的に起きたが、次第に弱まる。家屋・
農地が埋まった村では餓死者多数。 
初期はデイサイト、その後玄武岩のプリニー式噴火。江戸
にも大量の降灰。噴火後洪水等の土砂災害が継続。マグマ
噴出量は 0.7 DRE km3。（VEI5） 

1708(宝永 5)年 鳴動 10 月 28 日。詳細不明。 
1708～1709(宝永 5
～6)年 

火山活動？ 鳴動、降灰？ 詳細不明。 

1825(文政 8)年 噴気、鳴動 時折。 
1854～1855(嘉永 6
～7)年 

噴火？熱？ 詳細不明。 

1895(明治 28)年 噴気？ 山頂火口縁東部の噴気活動活発化？ 
1897(明治 30)年 噴気 山頂で噴気活動。温度は 82℃。 

※この頃以降荒巻には噴気があったとの記録多数あり。 
1914(大正 3)年 噴気？ 山頂火口縁南東部に新たな亀裂と噴気？ 
1923(大正 12)年 噴気？ 山頂火口縁北東部と北西火口縁（山頂火口壁）に新たな噴

気？ 
※1936（昭和 11）年頃から次第に活動は低下。1957 年の
調査では、噴気温度は約 50℃。その後 1960 年代まで続い
たが、1982 年の気象庁の観測では噴気は見られなかった。
なお、山頂以外では、1957 年に宝永火口、須走登山道 3、
7 合目で地熱があったとの報告もあるが詳細は不明。 

1926(大正 15)年 地震 8 月 13 日。震央は富士山南東麓。 
1987(昭和 62)年 地震 8 月 20～27日。山頂で有感地震 4 回（最大震度 3）。 
2000(平成 12)年お
よび 2001(平成 13)
年 

地震 2000 年 10～12 月。2001年 4～5 月。深部低周波地震の多
発。 

2008～2010(平成 20
～22)年 

地殻変動 8 月～10 年初め。GPS 連続観測から地下深部の膨張を示す
と考えられる伸びの変化が観測されたがその後終息。 

2011(平成 23)年 地震 3 月 15 日 22:31 静岡県東部（富士山の南部付近）で M6.4。
その震源から山頂直下付近にかけて地震が増加。その後
地震活動は低下しつつも継続。 

2012(平成 24)年 噴気？ 2 月、北西麓の 3 合目付近（標高 1760m）でごく弱い湯気。
4 月以降は認められなくなった。 

出典：気象庁ホームページ 
（https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/314_Fujisan/314_history.html）  
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① 現在の活動状況 

【以下、気象庁富士山の火山活動解説資料（令和６年５月）より抜粋】 

火山活動に特段の変化はなく、静穏に経過しており、噴火の兆候は認められない。 

噴火予報（噴火警戒レベル１、活火山であることに留意）の予報事項に変更なし。 

（ア） 噴気など表面現象の状況 

萩原監視カメラ（富士山山頂の東南東約 18km）による観測では、噴気は認めらない。 

（イ） 地震や微動の発生状況 

火山性地震の発生は少なく、地震活動は低調に経過している。 

火山性微動や浅部の低周波地震は観測されていない。 

（ウ） 地殻変動の状況 

地殻変動観測では、火山活動によるとみられる特段の変化は認められない。 

 

出典：気象庁富士山の火山活動解説資料（令和６年５月） 
（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/monthly_v-

act_doc/tokyo/24m05/314_24m05.pdf） 
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② 火山の監視・観測体制 

富士山の観測点配置図は以下のとおりである。 

 

＜富士山の観測点配置図＞ 

出典：気象庁ホームページ 
（https://www.data.jma.go.jp/vois/data/tokyo/314_Fujisan/314_Obs_points.html）  



6 

４ 火山防災対策に関する取組状況 

（１） 火山防災協議会 

「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針（平成 20 年）」や平成 23 年の防災基本計画の修

正により、火山防災協議会の位置づけ等が示され、平成 24 年 6 月 8 日に、山梨県、静岡県、神

奈川県の３県で連携した防災対策を検討するため、「富士山火山防災対策協議会」（以下、「協議

会」という）が設立された。 

その後、平成 28 年 3月 24 日の活動火山対策特別措置法の改正に基づき、法定協議会へと改組

された。また、協議会には、協議会の行う所掌事務の内容検討のため、避難時期や避難対象地域

の確定に深く関与する機関実務者等による三県コアグループと、県単位の避難時期や避難対象地

域の確定に深く関与する機関実務者等による各県コアグループが設定されている。 

＜協議会構成機関一覧表 （令和６年４月時点）＞ 

区分 機関名 

都道府県 
（第 1 号） 

山梨県、静岡県、神奈川県 

市町村 
（第 1 号） 

（神奈川県）相模原市、小田原市、南足柄市、大井町、松田町、 
山北町、開成町 

（山梨県） 富士吉田市、都留市、大月市、上野原市、身延町、 
西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町 

（静岡県） 静岡市、沼津市、三島市、富士宮市、富士市、御殿場市、
裾野市、清水町、長泉町、小山町 

地方気象台等 
（第 2 号） 

東京管区気象台、甲府地方気象台、静岡地方気象台、横浜地方気象台 

地方整備局 
（第 3 号） 

関東地方整備局、中部地方整備局 

陸上自衛隊 
（第 4 号） 

陸上自衛隊第１師団 

警察 
（第 5 号） 

山梨県警察本部、静岡県警察本部、神奈川県警察本部 

消防 
（第 6 号） 

（神奈川県）相模原市消防局、小田原市消防本部 
（山梨県） 富士五湖広域行政事務組合消防本部、大月市消防本部、 

峡南広域行政組合消防本部、上野原市消防本部、 
都留市消防本部 

（静岡県） 富士山南東消防本部、御殿場市・小山町広域行政組合消防
本部、富士市消防本部、富士宮市消防本部、静岡市消防局、
駿東伊豆消防本部 

火山専門家 
（第 7 号） 

山梨県富士山科学研究所、（一財）砂防・地すべり技術センター、 
日本大学、静岡大学、神奈川県温泉地学研究所、静岡県富士山世界遺産
センター 

その他 
（第 8 号） 

山梨県教育委員会、内閣府政策統括官（防災担当）付、環境省関東地方
環境事務所富士箱根伊豆国立公園管理事務所、林野庁関東森林管理局 
計画保全部、国土地理院関東地方測量部、国土地理院中部地方測量部、
伊豆箱根鉄道株式会社、小田急電鉄株式会社、岳南電車株式会社、 
東海旅客鉄道株式会社、中日本高速道路株式会社東京支社、中日本高速
道路株式会社八王子支社、東日本旅客鉄道株式会社八王子支社、 
東日本旅客鉄道株式会社横浜支社、富士山麓電気鉄道株式会社 

出典：静岡県ホームページ 
（https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/022/14kai

siryo2.pdf） 
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（２） 噴火シナリオ 

① 富士山火山防災対策協議会の噴火シナリオ 

富士山火山防災対策協議会では、平時から噴火、火山活動の終息までの段階に応じた対

応を関係機関と共有できるよう、基本的なパターンとして噴火警戒レベルが順を追って引

き上げられて噴火に至るシナリオを作成した。実災害では、その他にも様々な噴火シナリ

オが存在するため、複数のシナリオ例も示されている。 
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＜噴火シナリオ（全体）＞ 



9 

 

＜噴火シナリオ（噴火発生後の対応）＞



10 

 

＜様々な噴火シナリオ例＞ 

 

出典：富士山火山避難基本計画 
（https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/kihonkeikaku_1.pdf） 
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② 裾野市の噴火シナリオ 

富士山火山防災対策協議会の噴火シナリオを基に、裾野市が地域特性を踏まえて作成した噴火シナリオは以下のとおりである。 

 

＜噴火シナリオ＞ 

出典：裾野市富士山火山避難基本計画 

（https://www.city.susono.shizuoka.jp/material/files/group/37/R6fujisankazannhinankihonkeikaku_susono3.pdf） 
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（３） 噴火警戒レベルの運用 

富士山では、平成 19 年 12 月から「噴火警戒レベル」の運用を開始し、令和５年３月に改定し

ている。運用開始以降、現在まで噴火警戒レベル１【活火山であることに留意】が継続されてい

る。 
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〈富士山噴火警戒レベル パンフレット〉 

 
出典：気象庁ホームページ「火山に関する情報の発表状況」

（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/volinfo/volinfo.php?info=VJ&id=3
14） 

出典：気象庁ホームページ「富士山の噴火警戒レベル」 
（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_314.pdf） 
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（４） 富士山ハザードマップ 

平成 16 年に富士山ハザードマップを作成して以降、噴火履歴等に関する新しい知見が蓄積さ

れたため、被害想定を見直す必要が高まったことから、令和３年３月に改定版が公表されている。 

 

 

＜富士山ハザード統合マップ（令和３年３月改定）＞ 

出典：ハザード統合マップ 
（https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/190/23_ha

zardall.pdf） 
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（５） 裾野市富士山火山防災マップ 

裾野市では「富士山ハザードマップ」の改定を受けて、想定される火山現象によって生じる影

響やその範囲等を住民に周知するため、令和４年３月に「裾野市富士山火山防災マップ」を作成

した。 

  
＜裾野市富士山火山防災マップ＞ 

 

出典：裾野市ホームページ 
（https://www.city.susono.shizuoka.jp/material/files/group/37/fujisannmap202203.pdf） 
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（６） 避難計画 

① 富士山火山避難基本計画 

富士山火山防災対策協議会では、広範囲にわたる火山災害に対して迅速な避難を行う必

要があることから、平成 24 年～27 年にかけて「富士山火山広域避難計画」を策定した。

その後、火山ハザードマップの見直しに伴い、令和３年３月から令和５年３月にかけて、

避難計画の改定が行われた。新計画の名称は「富士山火山避難基本計画」とされた。 

避難計画の改定にあたって、避難対象者が大幅に増加したことや自家用車避難による渋

滞の発生及び逃げ遅れ発生の懸念から、「いのちを守るための避難を優先し、くらしを守る

ための避難についても可能な限り配慮する。」を改定の基本方針として検討が行われた。主

な改定項目及び新規追加項目は、以下のとおりである。 

 

＜計画の主な改定項目及び新規追加項目＞ 

 

出典：富士山火山防災対策協議会「富士山火山避難基本計画の概要」一部抜粋 
（https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/053/271/gaiyo

u.pdf） 
出典：静岡県ホームページ「富士山火山避難基本計画（令和５年３月）」 

（ https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/sonae/kazanfunka/fujisankazan/1053271.html） 

 

② 裾野市富士山火山避難基本計画 

裾野市では、平成 29 年３月に「裾野市富士山火山広域避難計画」を策定した。その後、

令和５年に策定された富士山火山避難基本計画で定められた内容を基に、裾野市の地域特
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性を反映させ、新たに「裾野市富士山火山避難基本計画」を令和６年４月に策定した。 

旧計画からの主な改正点は、前述の「噴火シナリオの作成」の他、「避難対象エリアの見

直し」や「溶岩流の流下ライン設定」、「流下ラインに応じた避難要領の作成」等である。 

（ア） 避難対象エリアの見直し 

避難対象エリアは溶岩流の最終到達範囲までの範囲で、溶岩流の到達時間等を考慮して

６つのエリアに区分されている。須山地区は第４次避難エリアまでを含むが、いずれの地

域でも溶岩流が 1 時間以内に到達、もしくは孤立する可能性があるため、須山地区全体を

第２次避難対象エリアに位置付け、「噴火前避難」地域に指定している。 

  

    〈富士山と裾野市の位置関係・裾野市の各地区の位置〉 

出典：裾野市ホームページ（https://www.city.susono.shizuoka.jp/kids/kuizu/5587.html） 

 
〈行政区別の避難対象エリア〉 

出典：裾野市「裾野市富士山火山避難基本計画」 
（https://www.city.susono.shizuoka.jp/material/files/group/37/R6fujisankazannhinankih

onkeikaku_susono3.pdf） 

裾野市 

富士山 
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（イ） 溶岩流の流下ラインの設定と避難要領の作成 

裾野市における溶岩流の流下方向は大きく３つに区分できる。しかし、火口位置や噴火

の規模及び河川・丘陵等の地形により、流下の状況は大きく異なる。 

 

〈裾野市における溶岩流の流下方向〉 

出典：けんせつ静岡 No.295「裾野市における富士山火山対応」（https://sizkk-
net.or.jp/magazine/295/） 

 

そのため、裾野市に影響のある 31 ヵ所の想定火口位置ごとの溶岩流ドリルマップに基

づき、火口位置や溶岩流の流下方向、流下時間等を考慮して類似したものを集めて４つの

流下ラインを市独自に区分している（噴火前避難地域に指定した須山地区のみに影響のあ

るドリルマップは除外）。黄瀬川ラインは特に溶岩流の流下が早い M43 ラインとその他ラ

インに区分されている。噴火後の避難については、それぞれの特性に応じた避難要領を流

下ラインごとに定めている。 

 

〈流下ラインに応じた避難方法〉 

出典：裾野市より提供 
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〈黄瀬川（M43）ライン〉 

出典：裾野市「裾野市富士山火山避難基本計画」 
（https://www.city.susono.shizuoka.jp/material/files/group/37/R6fujisankazannhinankih

onkeikaku_susono3.pdf） 
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今回、火山防災エキスパート派遣を行う訓練で想定されている溶岩流の流下ラインは「黄瀬川（M43）ライン」である。この流下ラインの特徴として、御殿場方向から河川沿いを早く流下し（市南端まで約２日）、

約 3.5 日で市街地の広範囲に流下する。 

以下に示す「黄瀬川（M43 ライン）」の避難要領の通り、避難の考え方として、当初河川沿いに避難地域を絞り「市内避難」しつつ、並行的に「広域避難」を実施するとしている。具体的には市民文化センター

以北は、溶岩流の対応（対象）地域を絞り、「一時退避（※1）」実施後、河川沿いの流下状況を踏まえて避難情報細部を発令（指示）する。市民文化センター以南地域は北側地域から順に溶岩流未流下地域指定避

難所（深良・富岡・東地区）へ逐次避難させるのと並行し、市外への広域避難も実施する。 

 
※1：「一時退避」とは、河川沿いに流下する溶岩流から基本的に垂直方向の流下しない地域へ一時的（長くて２日以内）に退避すること。噴火 1 日目以降の流下状況を踏まえ、２日目に避難情報の細部が発令される。 

 
〈黄瀬川 M43 ラインの避難要領〉 

出典：裾野市「裾野市富士山火山避難基本計画」 
（https://www.city.susono.shizuoka.jp/material/files/group/37/R6fujisankazannhinankihonkeikaku_susono3.pdf） 
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黄瀬川（M43）ラインで溶岩流が到達する範囲と、行政区の関係は以下の通りである。「一

時退避」の対象地域は黄瀬川から左右 300m の地域である。 

 
〈黄瀬川（M43）ラインの溶岩流到達範囲と行政区との関係〉 

出典①：ふじのくに オープンデータカタログ「富士山火山防災対策協議会 中規模溶岩流ドリ
ルマップ」 

（https://opendata.pref.shizuoka.jp/dataset/9763.html） 
出典②：ふじのくに オープンデータカタログ「裾野市 行政区域図」 

（https://opendata.pref.shizuoka.jp/dataset/8059.html） 
※出典①②を基に作成 

裾野市市民文化センター 

溶岩流の流下方向 
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５ 訓練・啓発の取組 

（１） 裾野市令和３～５年度富士山火山避難訓練 

裾野市では、噴火前避難が求められる須山地区と下和田地区を対象として、関係各機関等と連

携した避難支援、自家用車や避難バスを使用した避難所への避難などの実働訓練を令和３年度～

５年度にかけて継続して実施している。各年度の訓練概要は以下のとおり。 

 

〈令和３～５年度の訓練概要〉 

実施日時 対象 訓練の目的（一部記載） 参加者数 
令 和 ３ 年
10 月 17 日 

十里木高原地域 
（別荘地・須山４区） 
防災関係機関 

①第 1・２次避難対象エリアの避難要領検証 
②関係防災機関との連携 

約 130 名 

令 和 ４ 年
11 月 27 日 

十里木地区全域 
（別荘地・須山各区） 
防災関係機関 

①須山地区自主防災会の共助活動の具体化 
②別荘管理事務所等との連携による別荘住

民への情報伝達・避難支援の具体化 
③噴火前避難に際しての市体制確立（現地避
難所開設・運営、避難バス運用検証等） 

約 440 名 

令 和 ５ 年
12 月３日 

十里木地区全域 
（別荘地・須山各区） 
下和田地区防災役員 
防災関係機関 

①須山地区自主防災会の避難場所への避難
要領（避難所への実移動）の検証 

②別荘管理事務所等との連携による別荘住
民の避難場所への避難要領（避難所への実
移動）の検証 

③噴火前避難に際しての市の体制確立（現地
調整所開設・運営等） 

約 820 名 

 

令和５年 12 月３日に実施された訓練は、令和３・４年度の訓練を踏まえて、以下の内容で実

施された。 

 

〈令和５年度訓練の主な内容〉 

想定場面 内容 
「噴火警戒レベル３」発表準備 ・須山支所に現地調整所開設 
「噴火警戒レベル３」発表 ・第１次避難対象エリアに避難指示、第 2 次避難対象エ

リアに高齢者等避難を発令 
・須山地区研修センターを避難所として開設 

「噴火警戒レベル４」発表 ・須山地区全域に避難指示、下和田地区に高齢者等避難
を発令 

・東中学校、深良中学校を避難所として開設 
・自家用車またはバスで各避難所へ避難 
・関係機関による避難支援、巡回広報、残留者救出など 

 

出典：裾野市「富士山火山避難訓練を実施 自家用車や避難バスを使用した避難」 
（https://www.city.susono.shizuoka.jp/material/files/group/12/23112704.pdf） 

上記に加え、裾野市提供資料より作成 
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（２） 避難計画改定に伴う避難促進施設に対する避難確保計画の作成奨励 

裾野市では、これまで富士山の第１次および第２次避難対象エリアに所在する対象施設 22 か

所で避難確保計画の作成が必要だった。しかし、協議会で改定された避難計画の「学校・児童関

連施設の避難対策について」において、市内の第４次避難対象エリアから内側に位置する活動火

山対策特別措置法施行令第１条第２項第１号及び第７号（※２）の学校・児童関連施設 21 か所

が対象施設に加えられたことにより、対象施設は合計 43 ヵ所となった。これにより、新たに対

象となった施設での避難確保計画作成が急務となっている。 

このため裾野市では、令和５年度から裾野市内の校長会・園長会等で各種説明会等を実施して

いる。また、令和６年７月 19 日に実施された「静岡県富士山火山防災情報伝達訓練」に合わせ、

市独自に避難促進施設関係者へ避難計画改定及び避難促進施設の概要、避難確保計画作成の必要

性とフォーマットに関する説明を実施した。 

参考資料として市ホームページで公開されている避難確保計画のフォーマットは以下のとお

り（令和６年７月時点、裾野市で最新版を作成中）。 

 

※２ 平成 30 年４月 1日施行時点 

 

 

〈避難確保計画のフォーマット（一部抜粋）〉 

 

出典：裾野市ホームページ「【富士山火山】避難確保計画の作成」 
（https://www.city.susono.shizuoka.jp/soshiki/2/1/2/3/6890.html） 
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（３） 文部科学省・学校安全総合支援事業を活用した防災学習 

裾野市では、令和５年度に文部科学省の「学校安全総合支援事業」を活用し、学校安全を推進

する体制づくりのため、須山地区をモデル地域として富士山噴火を想定した取組を実施した。実

施内容については、以下のとおり。 

 

【防災学習（小学校）】 

テーマ：「防災リーダーになろう」 

対象：須山小学校６年生 

目的：学習を通して正しい知識を獲得するとともに、それをもとに自分の命はもちろ

ん、周りの人のことも考えて行動できる力を育む。 

概要：総合的な学習の時間の単元に位置付け、市危機管理課、トヨタ自動車未来創生

センターと連携して授業を実施した。 

 

【防災学習（中学校）】 

 テーマ：「地区の避難計画を考える」 

 対象：須山中学校１～３年生 

 目的：地区の自主防災会長と防災計画について話し合うことを通して、防災を自分事

として考え、意識の向上と将来の地域防災を担う力の育成をめざす。 

 概要：市危機管理課・トヨタ自動車未来創生センターと連携した授業、夏季休業中に

地域を知る事前学習を実施し、地区避難計画の課題について話し合った。 

 

【防災講演会】 

 テーマ：「富士山との共存を目指して」 

講師：村上佳司氏（桃山学院教育大学教授） 

参加者：須山小学校６年生、須山中学校１～３年生、須山小・中学校教職員 等 

内容：自分や周りの命を守るために必要なこと、普段の生活で行っていることがいざ

という時に役立つというフェイズ・フリーの考え方の紹介 等 

 

出典：裾野市教育委員会「令和５年度 学校安全総合支援事業～裾野市～」 
（https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/032/072/r5_su

sono.pdf） 
上記に加え、裾野市提供資料より作成 
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